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地域別最低賃金 改定日の先送り全国で続出 
 

 2025年度の地域

別最低賃金の答申

が出そろいまし

た。 

 最高額は、東京

都の1226円、神奈

川県の1225円、大

阪府の1177円と続

きます。 

最低額は、高

知・宮崎・沖縄県

の1023円ですが、

目安を大幅に上回

る71円の引き上げ

です。多くの地域

で厚労省が示す目

安超えの改定額へ

引き上げる動きが

みられます。 

最高額と最低額

で203円の差があ

り、地域間格差は

相変わらず解消さ

れていません。 

一方で、改定日

の先送りが続出す

る異例の事態にな

っています。最低

賃金法では、時期

は定められていま

せんが、例年であ 

引上げ 目安 改定発効年月日

25年度 引上げ額 24年度 目安 との差 （11月以降は太字）

北海道 1075 65 1010 B 63 2 2025年10月４日

青　森 1029 76 953 C 64 12 2025年11月21日

岩　手 1031 79 952 C 64 15 2025年12月１日

宮　城 1038 65 973 B 63 2 2025年10月４日

秋　田 1031 80 951 C 64 16 2026年３月31日

山　形 1032 77 955 C 64 13 2025年12月23日

福　島 1033 78 955 B 63 15 2026年１月１日

茨　城 1074 69 1005 B 63 6 2025年10月12日

栃　木 1068 64 1004 B 63 1 2025年10月１日

群　馬 1063 78 985 B 63 15 2026年３月１日

埼　玉 1141 63 1078 A 63 0 2025年11月１日

千　葉 1140 64 1076 A 63 1 2025年10月３日

東　京 1226 63 1163 A 63 0 2025年10月３日

神奈川 1225 63 1162 A 63 0 2025年10月４日

新　潟 1050 65 985 B 63 2 2025年10月２日

富　山 1062 64 998 B 63 1 2025年10月12日

石　川 1054 70 984 B 63 7 2025年10月８日

福　井 1053 69 984 B 63 6 2025年10月８日

山　梨 1052 64 988 B 63 1 2025年12月１日

長　野 1061 63 998 B 63 0 2025年10月３日

岐　阜 1065 64 1001 B 63 1 2025年10月18日

静　岡 1097 63 1034 B 63 0 2025年11月１日

愛　知 1140 63 1077 A 63 0 2025年10月18日

三　重 1087 64 1023 B 63 1 2025年11月21日

滋　賀 1080 63 1017 B 63 0 2025年10月５日

京　都 1122 64 1058 B 63 1 2025年11月21日

大　阪 1177 63 1114 A 63 0 2025年10月16日

兵　庫 1116 64 1052 B 63 1 2025年10月４日

奈　良 1051 65 986 B 63 2 2025年11月16日

和歌山 1045 65 980 B 63 2 2025年11月１日

鳥　取 1030 73 957 C 64 9 2025年10月４日

島　根 1033 71 962 B 63 8 2025年11月17日

岡　山 1047 65 982 B 63 2 2025年12月１日

広　島 1085 65 1020 B 63 2 2025年11月１日

山　口 1043 64 979 B 63 1 2025年10月16日

徳　島 1046 66 980 B 63 3 2026年１月１日

香　川 1036 66 970 B 63 3 2025年10月18日

愛　媛 1033 77 956 B 63 14 2025年12月１日

高　知 1023 71 952 C 64 7 2025年12月１日

福　岡 1057 65 992 B 63 2 2025年11月16日

佐　賀 1030 74 956 C 64 10 2025年11月21日

長　崎 1031 78 953 C 64 14 2025年12月１日

熊　本 1034 82 952 C 64 18 2026年１月１日

大　分 1035 81 954 C 64 17 2026年１月１日

宮　崎 1023 71 952 C 64 7 2025年11月16日

鹿児島 1026 73 953 C 64 9 2025年11月１日

沖　縄 1023 71 952 C 64 7 2025年12月１日
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れば10月中に発効するのが一般的です。 

 しかし上表にあるように、27府県がそれ以降に時期を遅らせています。

例えば、秋田県では来年３月末の発効となっており、前年度の最賃額のまま

半年も据え置かれることになります。 

 ここまで遅れている理由は、答申が過去最高の引き上げ幅となったため

です。賃金体系の見直しなど準備期間が必要とした使用者側の主張を汲む形

で、先送りが決定しました。 

 これだけ地域ごとで開始時期にずれがあると、賃金の地域間格差がさら

に拡がることになります。 

 

最賃と賃金の比較方法 
 

 タクシー業界は、今でも最賃違反が多い状態にあります。過去最高の引

き上げとなれば違反がさらに増加することは明白です。 

 月十数万円という賃金の場合、最賃法違反かどうか計算してみる必要が

あります。 

 自分の賃金が最賃を下回っていないか、確認しましょう。 

まず賃金のうち最賃の対象とならない賃金を差し引きます。 

対象とならないのは、①臨時給・②一時金・③残業割増・④休日割増・⑤

深夜割増・⑥家族手当、通勤手当、精皆勤手当と決まっています。これらを

除いた額で最賃額を上回らなければなりません。 

賃金体系が歩合給の場合、時間額＝歩合給÷総労働時間、固定給の場合、

時間額＝固定給÷月の所定労働時間（年平均）、歩合給と固定給の組み合わ

せの場合、それぞれ計算して足し合わせます。 

例えば、残業なしの月170時間労働だった場合、神奈川県では新しい最賃は

20万8250円（170時間×1225円）となり、これ未満の賃金で労働させると法律

違反となります。使用者は差額を支払う義務があり、時効とならない過去３

年まで遡り請求することができます（労基法115条）。 

 

 


